
介護休業および両立支援制度等取得・利用促進方針周知例

令和7年4月から、介護休業・介護両立支援制度等（以下「介護休業等」）を取得しやすくな
るよう、雇用環境を整備することが義務化されました。事業主は、以下の①～④のうちいずれ
かの措置を講じる必要があります。（可能な限り複数実施が望ましいです）

①介護休業等に関する研修の実施
②介護休業等に関する相談体制の整備（相談窓口設置）
③自社の労働者への介護休業等の取得事例の収集・提供
④自社の労働者への介護休業等の取得促進に関する方針の周知

利用にあたっての留意事項

このチラシを配布や掲示
により従業員に周知する
ことで、②と④の措置を
講じたことになります。

社名だけ記載してもかまいません
が、代表者名も明記し、トップか
らのメッセージであることを明確
にすることが望ましいです。
介護休業等の取得を促進する方針
を従業員に示しましょう。

この欄の〇は、令和7年4月から改
正された、介護休業等の個別周
知・意向確認、また、早期の情報
提供の内容になります。
下の●については事業主が上記①
～④から選択した措置となります
ので、貴社が実際に行っている措
置を記載してください。

介護に関する選択的措置義務につ
いては、事業主は下記の①～④の
制度から１つ以上を選択し就業規
則等に規定する必要があります。
①介護短時間勤務
②フレックスタイム制度
③時差出勤制度
④介護サービス費用助成
貴社で規定している制度をこちら
に御記載ください。
（例として、短時間勤務を記載し
ています）

相談窓口については形式的に設け
るだけでは足りず、実質的な対応
が可能な窓口を整備し、労働者が
利用しやすい体制としてください。

本チラシ例に関するお問い合わせは・・・
大阪労働局 雇用環境・均等部 指導課
大阪市中央区大手前4-1-67 大阪合同庁舎第2号館8階
TEL：06-6941-8940
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